
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金 － 純資産合計 806,350

資産合計 879,505 負債及び純資産合計 879,505

－
－
－

－
－
－

－
9,045
9,045

－

－
－
－
－

－
－
－
－
－

－
－
－

－
－
－

－
30,388

△ 30,388

－
－
－

－
－
－

－ 870,460
－ △ 64,110
－

－ －
－ 負債合計 73,155
－

－ －
－ 1,593
－ －

△ 2,435,841 －
－ －
－ －

1,727,180 －
△ 1,233,613 1,593

2,545,371 －

267,363 71,562
－ －

870,460 71,562
870,460 －

【様式第１号】

貸借対照表
（令和５年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

870,460 －



（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　令和　４年　４月　１日
至　令和　５年　３月３１日

科目 金額

－

286,005

270,063

20,947

19,354

1,593

－

－

249,116

148,283

31,814

69,019

806

－

－

－

－

15,942

15,942

－

－

－

31,198

30,392

254,807

－

－

254,807

－

－

－

－

－

－

－



(単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 939,479 △ 64,688

純行政コスト（△） △ 254,807

財源 186,366

税収等 186,366

国県等補助金 －

本年度差額 △ 68,441

固定資産等の変動（内部変動） △ 69,019 69,019

有形固定資産等の増加 － －

有形固定資産等の減少 △ 69,019 69,019

貸付金・基金等の増加 － －

貸付金・基金等の減少 － －

資産評価差額 －

無償所管換等 －

その他 － －

本年度純資産変動額 △ 69,019 578

本年度末純資産残高 870,460 △ 64,110

△ 68,441

【様式第３号】

純資産変動計算書
自　　令和　４年　４月　１日

至　　令和　５年　３月３１日

科目 合計

874,791

△ 254,807

186,366

186,366

－

－

－

△ 68,441

806,350

－



（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

【様式第４号】

資金収支計算書
自　　令和　４年　４月　１日

至　　令和　５年　３月３１日

科目 金額

－

216,914
200,972
20,875

180,097
－
－

15,942
15,942

－
－

－

216,962
186,366

－
30,392

204
－
－
－
－

－

48

本年度資金収支額 48
－

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－

－
－
－

9,045

前年度末資金残高 8,997
本年度末資金残高 9,045



①有形固定資産の明細 （単位：千円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：千円）

870,460

267,363

-

493,567

109,530

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0
870,460

【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 4,539,914 - - 4,539,914 3,669,454 69,019 870,460

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

- 267,363

　　立木竹 - - - - - - -

　  土地 267,363 - - 267,363 -

35,866 493,567

　　工作物 2,545,371 - - 2,545,371 2,435,841 33,153 109,530

　　建物 1,727,180 - - 1,727,180 1,233,613

- -

　　浮標等 - - - - - - -

　　船舶 - - - - -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　航空機 - - - - -

- -

 インフラ資産 - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - -

- -

　　建物 - - - - - - -

　　土地 - - - - -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　工作物 - - - - -

- -

 物品 30,388 - - 30,388 30,388 - 0

　　建設仮勘定 - - - - -

69,019 870,460

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

合計 4,570,302 - - 4,570,302 3,699,842

合計

 事業用資産 - 313,089 - 557,371 - - -

- -

　　立木竹 - - - - - - -

　　土地 - 256,489 - 10,874 -

- -

　　工作物 - 0 - 109,530 - - -

　　建物 - 56,600 - 436,967 -

- -

　　浮標等 - - - - - - -

　　船舶 - - - - -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　航空機 - - - - -

- -

 インフラ資産 - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - -

- -

　　建物 - - - - - - -

　　土地 - - - - -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　工作物 - - - - -

- 0合計 - 313,089 - 557,371 -

- -

 物品 - 0 - 0 - - 0

　　建設仮勘定 - - - - -



注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

    取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

  ② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

    取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

（２）有形固定資産等の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

    建物 38年～50年 

    工作物 15年～38年 

    物品 ４年～15年 

  ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

  ③ リース資産 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

   イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 

（３）引当金の計上基準及び算定方法 

① 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費相当額のうち、

全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合に乗じた額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額

から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額を加算して計上

しています。 

 

（４）資金収支計算書における資金の範囲 

地方自治法第 235条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。 

 

（５）消費税等の会計処理 

税込方式によっています。 



（６）財務書類の表示金額単位 

   記載金額は、千円未満を四捨五入して表示することを原則としていますが、端数調整

のため一致しない場合があります。 

 

２ 追加情報 

（１）売却可能資産 

  ① 普通財産のうち活用が図られていない公共資産はありません。 

 

（２）純資産変動計算書に係る事項 

   純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

  ① 固定資産等形成分 

    固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上して 

います。 

  ② 余剰分（不足分） 

    純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（３）資金収支計算書に係る事項 

  ① 基礎的財政収支   48千円 

  ② 既存の決算情報との関連性 

 歳入 歳出 

歳入歳出決算書 225,959千円 216,914千円 

会計の範囲の相違に伴う差額 ― ― 

繰越金に伴う差額 △8,997千円 ― 

資金収支計算書 216,962千円 216,914千円 

    歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、 

その分だけ相違します。 

  ③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

    資金収支計算書  

     業務活動収支            48 千円 

     未収債権、未払債務等の減少   1,521 千円 

     減価償却費         △69,019 千円 

     賞与等引当金繰入額      △1,593 千円 

      

    純資産変動計算書の本年度差額 △69,043 千円 

 

３ その他 

（１） 地方自治法第 235条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年

度に係る出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって、会計年

度末の計数としています。 


